
・社会保険料負担相当分の助成を受ける（赤字法人を含むすべての法人が
恩恵を受ける）ことによる正規労働者の雇用促進

・新規人材の獲得による生産性向上、販路開拓、事業拡大といったビジネス
チャンスの拡大や、後継者育成（技能・事業承継）といった経営課題の克服

「中小企業正規労働者雇入臨時助成金の支給に関する法律案（中小企業社会保険料負担軽減法案）」の概要

・我が国に約381万者ある中小企業は、企業数の99.7％、雇用者数の約７割を占め、経済・社会における重要な地位を占める。
・しかし、安倍政権の経済施策の対象は、大企業・黒字企業が中心。中小企業を取り巻く経済環境はいまだ厳しい状況が続く。

・我が国雇用と地域経済を支える中小企業に対しては、赤字法人も含めての十分な支援が必要。
・ 特に、正規労働者を雇用する際の社会保険料は、約７割を占める赤字法人であっても負担しなくてはならず、中小企業者が新
たに正規労働者を雇い入れることの阻害要因となっているところ、これに対する早急かつ効果的な措置が求められる。

１．背景

（１）対象 ： 施行後５年以内に新たに正規労働者を雇い入れ、その雇用する正規労働者の数を増加させた中小企業者
（２）助成額 ： 新規増加の正規労働者に係る社会保険料の額のうち、中小企業者が負担すべき額の２分の１に相当する額
（３）支給期間： １０年間
例：年収約３０３万円の従業員を新規に雇用した場合、企業が負担する社会保険料約４６．７万円／年のうち、半分の約２３．４万円／年を助成

２．法律による措置事項の概要

３．法律によって期待される効果

・正規労働者化及びこれに伴う所得増による、
生活の安定に伴う定住化の促進、結婚数・子ど
も増、格差是正等、地域社会の充実化

・労働者の年収増・家族増に伴う個人消費増や
中小企業の発展等による経済活動の活発化

・非正規社員や失業者から正規労働者への道
が拡大

・正規労働者化による年収増・生活の安定ひい
ては長期的なライフスタイルの変化（結婚、家族
の増加）等

地域社会
地域経済の活性化

＜仮定：当該助成を毎年１０万人利用した場合で試算（非正規→正規：５万人、失業者→正規：５万人）＞

・助成総額 ：１兆１，６８７億円 （１年目の助成額は２３４億円）
・歳入歳出収支： ５，４９４億円 （助成終了後の継続雇用の影響を含む場合（政策実施後２０年間の積算））

別途、雇用保険の基本手当（失業給付）の給付減、社会保険料増等が見込まれる。
・その他 ：本施策は「申請」ベースであるため、予算の「無駄遣いが生じない」。

４．経費について

被雇用者

中小企業


